
別
表
第
二
地
方
住
宅
供
給
公
社
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

地
方
税
共
同
機
構

地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）

平成年月日 土曜日 (号外特第号)官 報

水
素
又
は
石
炭
が
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
原
油
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素
又
は
石
炭
に
該
当
す
る
こ
と
及
び
当
該

原
油
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素
又
は
石
炭
が
当
該
場
所
に
移
入
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
の
明
細
を
明
ら
か
に
し
て
い
る

と
き
は
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
第
一
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

一

当
該
原
油
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素
又
は
石
炭
を
移
出
し
た
者
と
当
該
原
油
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素
又
は
石
炭
を
当

該
場
所
に
移
入
し
た
者
が
同
一
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
移
入
を
し
た
場
所

二

前
号
の
規
定
に
該
当
す
る
も
の
の
ほ
か
、
当
該
原
油
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素
又
は
石
炭
の
採
取
者
が
移
出
す
る

当
該
原
油
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素
又
は
石
炭
が
継
続
し
て
移
入
さ
れ
る
場
所
で
、
当
該
採
取
者
が
、
政
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
移
出
を
す
る
採
取
場
（
第
七
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
承
認
を
受
け
て
い
る
場
合
に
あ

つ
て
は
、
そ
の
承
認
を
受
け
た
場
所
）
の
所
在
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
た
も
の

２

前
条
第
七
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
一
項
各
号
に
定
め
る
場
所
が
同
条
第
七
項
に
規
定
す
る
原
油
、
ガ
ス

状
炭
化
水
素
又
は
石
炭
を
継
続
し
て
移
入
す
る
場
所
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
原
油
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素
又
は
石
炭

を
移
入
す
る
者
が
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
場
所
（
第
七
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
承
認
を
受
け
て

い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
承
認
を
受
け
た
場
所
）
の
所
在
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
た
と
き

は
、
前
条
第
七
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
に
規
定
す
る
書
類
の
提
出
を
要
し
な
い
。

３

第
一
項
第
二
号
又
は
前
項
の
承
認
の
申
請
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
事
実
が
な

い
と
認
め
ら
れ
る
と
き
、
又
は
当
該
申
請
を
し
た
者
若
し
く
は
当
該
申
請
に
係
る
場
所
に
つ
き
石
油
石
炭
税
の
保

全
上
不
適
当
と
認
め
ら
れ
る
事
情
が
あ
る
と
き
は
、
税
務
署
長
は
、
そ
の
承
認
を
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

４

税
務
署
長
は
、
第
一
項
第
二
号
又
は
第
二
項
の
承
認
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
事

実
が
な
く
な
つ
た
と
認
め
ら
れ
る
と
き
、
又
は
石
油
石
炭
税
の
保
全
上
不
適
当
と
認
め
ら
れ
る
事
情
が
生
じ
た
と

き
は
、
そ
の
承
認
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

５

第
一
項
第
二
号
又
は
第
二
項
の
承
認
を
受
け
た
者
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
必
要
が
な
く
な
つ
た

と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
届
出
書
を
当
該
承
認
を
し
た
税
務
署
長
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
届
出
書
の
提
出
が
あ
つ
た
と
き
は
、
そ
の
承
認
は
、
そ
の

効
力
を
失
う
も
の
と
す
る
。

６

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め

る
。

第
十
一
条
第
三
項
中
「
前
条
第
三
項
」
を
「
第
十
条
第
三
項
」
に
、「
同
条
第
四
項
」
を「
、
同
条
第
四
項
」に
、「
掲

げ
る
」
を
「
定
め
る
」
に
改
め
る
。

（
印
紙
税
法
の
一
部
改
正
）

第
十
条

印
紙
税
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
二
条
第
一
項
中
「
は
り
付
け
」
を
「
貼
付
け
」
に
、「
最
初
に
到
来
す
る
」
を
「
の
各
課
税
期
間
（
」に
改
め
、

「
期
間
」
の
下
に
「
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
中
「
同
項
の
期
間
内
」
を

「
課
税
期
間
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
既
に
当
該
表
示
を
し
て
い
る
預
貯
金
通
帳
等
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
十
二
条
第
四
項
中
「
同
項
の
期
間
内
」
を
「
課
税
期
間
内
」
に
、「
当
該
期
間
の
」
を
「
当
該
課
税
期
間
の
」に
、

「
当
該
期
間
内
」
を
「
当
該
課
税
期
間
内
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
同
項
に
規
定
す
る
期
間
」
を
「
課
税
期
間

ご
と
に
、
当
該
課
税
期
間
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

７

第
一
項
の
承
認
を
受
け
て
い
る
者
は
、
当
該
承
認
に
係
る
預
貯
金
通
帳
等
に
つ
き
同
項
の
適
用
を
受
け
る
必
要

が
な
く
な
つ
た
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
同
項
の
税
務
署
長
に
届
け
出
る
も
の
と
す

る
。

別
表
第
三
の
文
書
名
の
欄
中
「
第
四
十
二
条
第
一
項
」
を
「
第
五
十
四
条
第
一
項
」
に
、「
第
十
七
号
並
び
に
第
十

八
号
」
を
「
第
十
八
号
並
び
に
第
十
九
号
（
業
務
の
範
囲
）」に
、「（
業
務
の
範
囲
）
に
掲
げ
る
業
務
」
を
「
の
業
務
」

に
改
め
、「
同
法
附
則
第
五
条
（
公
団
の
工
業
再
配
置
等
業
務
に
係
る
業
務
の
特
例
）
の
業
務
（
同
条
第
一
項
第
五
号

ロ
及
び
ハ
に
掲
げ
る
業
務
を
除
く
。）、
同
法
附
則
第
六
条
（
公
団
の
産
炭
地
域
経
過
業
務
に
係
る
業
務
の
特
例
）
の

業
務
、」を
削
り
、「
の
業
務
並
び
に
同
法
附
則
第
八
条
の
二
第
一
項
」
を
「
、
第
八
条
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

（
国
税
通
則
法
の
一
部
改
正
）

第
十
一
条

国
税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
十
四
条
第
二
項
中
「
延
滞
税
の
額
の
計
算
」
を
「
延
滞
税
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中「（
延
滞
税
の
属
す
る

税
目
）」を
「
、
第
六
十
一
条
第
二
項
（
延
滞
税
の
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
の
特
例
）」に
、「
行
な
わ
れ
た
」
を

「
行
わ
れ
た
」
に
改
め
、
同
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
六
十
一
条
第
二
項
中
「
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
前
条
第
二
項
に
規
定
す
る
期

間
か
ら
次
に
掲
げ
る
期
間
（
特
定
修
正
申
告
書
の
提
出
又
は
特
定
更
正
に
よ
り
納
付
す
べ
き
国
税
そ
の
他
の
政
令

で
定
め
る
国
税
に
あ
つ
て
は
、
第
一
号
に
掲
げ
る
期
間
に
限
る
。）」
と
あ
る
の
は
、「
利
子
税
の
額
の
計
算
の
基
礎

と
な
る
期
間
か
ら
当
該
期
限
内
申
告
書
又
は
期
限
後
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
の
納
付
が
あ
つ
た

日
（
そ
の
日
が
第
六
十
四
条
第
一
項
（
利
子
税
）
の
提
出
期
限
前
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
提
出
期
限
）
の
翌
日

か
ら
法
定
申
告
期
限
ま
で
の
期
間
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
七
十
四
条
の
二
第
一
項
中
「
又
は
そ
の
」
を
「
若
し
く
は
輸
出
物
品
（
同
法
第
八
条
第
一
項
（
輸
出
物
品
販
売

場
に
お
け
る
輸
出
物
品
の
譲
渡
に
係
る
免
税
）
に
規
定
す
る
物
品
を
い
う
。
第
四
号
イ
に
お
い
て
同
じ
。）又
は
こ
れ

ら
の
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
イ
中
「
非
居
住
者
に
対
す
る
準
用
」
を
「
申
告
、
納
付
及
び
還
付
」
に
改
め
、
同
号

ロ
中
「
支
払
調
書
」
の
下
に
「
及
び
支
払
通
知
書
」
を
加
え
、
同
項
第
四
号
イ
中
「
引
き
取
る
者
」
の
下
に
「
又
は

輸
出
物
品
を
消
費
税
法
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
り
購
入
し
た
と
認
め
ら
れ
る
者
」
を
加
え
る
。

第
百
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
差
し
押
さ
え
た
財
産
」
の
下
に「（
国
税
徴
収
法
第
八
十
九
条
の
二
第
四
項
（
参

加
差
押
え
を
し
た
税
務
署
長
に
よ
る
換
価
）
に
規
定
す
る
特
定
参
加
差
押
不
動
産
を
含
む
。）」
を
加
え
、
同
条
第
四

項
中
「
及
び
第
四
十
四
条
（
徴
収
の
所
轄
庁
）」を「（
国
税
の
徴
収
の
所
轄
庁
）
及
び
第
四
十
四
条
（
更
生
手
続
等
が

開
始
し
た
場
合
の
徴
収
の
所
轄
庁
の
特
例
）」に
改
め
る
。

（
国
税
徴
収
法
の
一
部
改
正
）

第
十
二
条

国
税
徴
収
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
八
十
六
条
第
二
項
中
「
参
加
差
押
」」を
「
参
加
差
押
え
」」に
、「
参
加
差
押
を
」
を
「
参
加
差
押
え
を
」に
改
め
、

同
条
第
三
項
中
「
参
加
差
押
」
を
「
参
加
差
押
え
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
差
押
の
通
知
」
を
「
差
押
え
の
通

知
」
に
、「
参
加
差
押
」
を
「
参
加
差
押
え
」
に
改
め
る
。

第
八
十
七
条
第
一
項
中
「
掲
げ
る
時
」
を
「
定
め
る
時
」
に
、「
さ
か
の
ぼ
つ
て
」
を
「
遡
つ
て
」
に
改
め
、
同
条

第
二
項
中
「
差
し
押
さ
え
た
自
動
車
等
の
占
有
」
を
「
自
動
車
、建
設
機
械
又
は
小
型
船
舶
の
差
押
え
」に
改
め
、「
ま

た
」
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
参
加
差
押
」
を
「
参
加
差
押
え
」
に
、「
す
み
や
か
に
」
を
「
速
や
か
に
」
に
改
め

る
。第

八
十
八
条
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
中
「
参
加
差
押
」
を
「
参
加
差
押
え
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
参

加
差
押
」
を
「
参
加
差
押
え
」
に
、「
ま
つ
消
」
を
「
抹
消
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
中
「
参
加
差
押
」

を
「
参
加
差
押
え
」
に
改
め
る
。

第
八
十
九
条
第
一
項
中
「
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。」を
「
）
又
は
次
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
参
加
差
押

不
動
産
（
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
「
差
押
財
産
等
」
と
い
う
。」に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
差
押
財
産
」
を
「
差
押

財
産
等
」
に
改
め
る
。

第
八
十
九
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

（
参
加
差
押
え
を
し
た
税
務
署
長
に
よ
る
換
価
）

第
八
十
九
条
の
二

参
加
差
押
え
を
し
た
税
務
署
長
は
、
そ
の
参
加
差
押
え
に
係
る
不
動
産
（
以
下
「
参
加
差
押
不

動
産
」
と
い
う
。）が
第
八
十
七
条
第
三
項
（
参
加
差
押
え
の
効
力
）
の
規
定
に
よ
る
催
告
を
し
て
も
な
お
換
価
に

付
さ
れ
な
い
と
き
は
、
同
項
の
滞
納
処
分
を
し
た
行
政
機
関
等
の
同
意
を
得
て
、
参
加
差
押
不
動
産
に
つ
き
換
価

の
執
行
を
す
る
旨
の
決
定
（
以
下
「
換
価
執
行
決
定
」
と
い
う
。）を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
参
加
差
押

不
動
産
に
つ
き
強
制
執
行
若
し
く
は
担
保
権
の
実
行
と
し
て
の
競
売
が
開
始
さ
れ
て
い
る
と
き
、
又
は
国
税
に
関

す
る
法
律
の
規
定
で
換
価
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
と
す
る
も
の
の
適
用
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。
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